
当面の取組み 震災を踏まえた今後の取組み

くらし・生活の再建 1 住宅の復旧・復興 ・住宅の応急修理支援

・公費解体、廃棄物処理

・住宅復旧支援（生活再建支援金
（加算分））の支給

・住宅耐震化支援の推進（被災＋
通常）

・住宅耐震化支援の推進（通常）

・災害公営住宅建設の検討

2 被災者の生活再建
・市営住宅、賃貸型応急住宅の一
時提供

・経済的負担の軽減

　・市税等の減免・猶予、申告・
　納付等の期限延長

　・医療・介護保険窓口負担等の
　免除や猶予、使用料等の減免

　・学校給食費の支援

・生活再建に向けた支援・応援

　・災害見舞金・生活再建支援金
（基礎）の支給

　・災害援護資金等の貸付

　・義援金の受付・配分

・生活再建に向けた相談受付

・地域コミュニティセンター等復
旧支援

・地域コミュニティの維持・再生
支援

・災害ボランティアセンター設
置・運営支援

・ボランティア関係機関等との連
携強化

3 災害廃棄物処理 ・災害廃棄物仮置場の設置・運営 ・処理体制の充実

4 被災者の健康管理 ・在宅被災者の健康状態の把握

・要配慮者の対応（健康相談、訪
問など）

・被災者の心のケア ・体制の充実

5 宅地の液状化対策
・宅地液状化現状調査、対策工法
の検討

・液状化への対応

6 防犯対策の強化
・被災地のパトロール強化への協
力

・被災地の防犯対策（防犯カメラ
の設置）への支援

公共インフラの再構築 1 公共土木施設の復旧

・道路 ・幹線道路の復旧

・その他道路の復旧

・公園 ・都市公園・都市施設の復旧

・下水道 ・下水道施設の復旧
・下水道施設の耐震化・液状化対
策の推進

2 水道の耐震化 ・水道施設の耐震化の推進

・経営戦略における管路耐震化計
画の改定

・経営戦略の推進

区　　分
取組みの内容

対応項目

被災者支援、復旧・復興に向けた柱と対応項目について
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当面の取組み 震災を踏まえた今後の取組み
区　　分

取組みの内容
対応項目

3 農林水産施設の復旧

・農地・農業用水利施設 ・かん排（国、附帯）の復旧 ・耐震化、老朽化対策

・農地、農道の復旧

・漁港 ・漁港施設の復旧 ・耐震化

・林道・山地災害 ・林道等の被災状況の把握・復旧

4 文教施設・文化施設の復旧

・保育所 ・保育園等の復旧

・小中学校 ・小中学校の復旧 ・避難所としての機能充実の検討

・文教施設
（文化、社会教育、スポーツ）

・文教施設の復旧 ・避難所としての機能充実の検討

5 医療・福祉提供体制の再構築 ・市民病院の被災状況把握・復旧

・災害時の福祉提供体制の充実強
化

6 公用施設の復旧
・庁舎・地区防災センター等の復
旧

地域産業の再生 1 中小企業の生業支援 ・被災状況の把握

・国・県等の支援メニューの活用
支援（雇用の維持、施設・設備の
復旧、事業の継続等）

2 地域経済の復興 ・地域内消費の喚起 ・地域内消費拡大の支援

3 観光関連産業の支援 ・被災状況や影響の把握
・観光関連産業のレジリエンス強
化

・宿泊施設の耐震化検討 ・宿泊施設の耐震化促進

・風評被害対策（観光プロモー
ションの実施等)

・周遊・滞在観光の推進

・国や県のメニューを活用した観
光需要喚起

4
農林水産業施設の復旧と経営支
援

・農業施設の再建と営農支援 ・被災状況の把握・復旧

・国や県の支援メニューの活用支
援（農業施設等）

・営農継続の支援 ・地域営農の継続・強化の検討

・共同利用施設、漁船・漁具等
の復旧、操業支援

・被災状況の把握・復旧

・国や県の支援メニューの活用支
援（漁船・漁具等）

・操業継続の支援 ・漁場環境の変化への対応の検討

・林業施設の復旧と経営支援 ・被災状況の把握・復旧

・国や県の支援メニューの活用支
援（林業施設等）

・事業継続の支援 ・事業の継続・強化の検討

情報収集・広報 1 被災者支援等の情報発信 ・情報の収集・整理、発信

2 復旧・復興に係る要望 ・国、県への要望

※　今回の震災を引き金とした「まちづくり」の観点から、各班間の取組みの調整を別途行うこととする。


